（様式１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　（宛先）秋田県知事　佐　竹　敬　久　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　 在 　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

企画提案競技参加資格確認申請書

秋田県下水道事業等ウォーターＰＰＰ導入可能性基礎調査業務委託に係る企画提案競技参加資格について、次のとおり申請します。

１　参加資格

　　次の内容について、虚偽がないことを誓約します。

（１）日本国内に本社、支社又は営業所を有する法人であること。

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てをしている者、再　生手続き開始の申立てがされている者（同法第３３条第１項に規定する再生手続き開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てをしている者若しくは更生手続き開始の申立てがされている者（同法第４１条第１項に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

（４）秋田県に納付（納入）すべき県税（秋田県税の納税義務を有しない者については本店の所在する都道府県に係る都道府県税）に滞納がない者であること、及び社会保険に加入し、かつ社会保険料に滞納がない者（適用除外事業所を除く。）であること。

（５）参加資格確認申請書の提出日から受託候補者を選定するまでの間に、県からの受注業務に関し、指名停止の措置を受けていない者であること。
（６）秋田県暴力団排除条例（平成２３年秋田県条例第２９号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しない者であること。
（７）宗教活動もしくは政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。
（８）本業務の実施について、県の要求があったときには速やかに打合せ（対面又はオンライン）を日本語で対応できる体制を整えていること。
（９）平成３１年４月１日から参加申込書等提出日の間に、国又は地方公共団体が発注する下水道事業における官民連携手法の調査、又は検討業務について元請けとして完了した実績を有すること。
（10）管理及び統括等を行う責任者（以下「管理技術者」という。）として、平成３１年４月１日から参加申込書等提出日の間に、上記（９）に示す業務における管理技術者として従事した実績を有する者（直接雇用している者に限る）を配置できること。
	本件の
責任者
	所属
	
	役職
	
	氏名
	

	
	電話番号
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本件の
担当者
	所属
	
	役職
	
	氏名
	

	
	電話番号
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


